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災害時における避難所のトイレの確保・管理は、極めて重要な課題であり、水・食料等の

支援とともに、「ライフライン（電気・水道・ガス・下水道等）」と同様に被災者の「命を支

える社会基盤サービス」の一つとして認識し、避難所を開設する市町村等において、適切な

対応がなされるようにしていく必要がある。 

このため、市町村等において、災害時におけるトイレの確保やトイレの清掃・衛生環境維

持のための運営を行っていく上で、参考となるような具体的な方法や留意事項、実務上の手

引き等を、本ガイドラインにおいて、まとめることとした。 

なお、このガイドラインは、平成 27年 5月の「暮らしの質」向上検討会提言中の別紙「災

害用トイレについて」をもとに、兵庫県が策定した「避難所等におけるトイレ対策の手引き」

や、避難所の確保と質の向上に関する検討会・質の向上ワーキンググループにおける審議を

踏まえてまとめたものである。 

今後、市町村における関係部局が連携し、平時より本ガイドラインを参考に、様々な検討

を具体的に進め、必要に応じて、施設整備・改修、物資の備蓄、企業との協定について推進

されることが期待される。また、衛生管理や物資調達等において、都道府県が積極的に市町

村の取り組みに協力することも求められる。 

これら地方公共団体の準備状況や対策について、住民とも情報共有し、災害時におけるト

イレの「自助・共助」の取り組みの推進も忘れてはならない。 

 ２ トイレの改善に向けた取り組みの必要性 
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Ⅱ．トイレの確保・管理に関する基本的な考え方 
 

 
 
（１）トイレの仕組み 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（２）災害時のトイレを確保する上での制約 
災害時には複数の事態が同時に発生することにより、トイレを確保するうえで、様々な制約を

受けることを平時に認識しておく必要がある。 

 災害用トイレ確保にあたって 1 



7 

（３）体制づくり 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
（４）計画づくり 
 
 
 
 

 
 
◆（参考資料）トイレの調達やし尿処理に関する民間事業者との連携 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
出典：兵庫県避難所等におけるトイレ対策の手引き（平成 26年 4月）  

災害時のトイレを確保するためには、前記のような事態の発生に備えて、住民・地域・
市町村がそれぞれの立場で、トイレの確保に努めるべきである。市町村は、住民・地域に
対して、各家庭での備蓄を呼びかけ、避難所において災害用トイレの設置訓練等を実施す
る等、災害時のトイレの確保に関して、積極的に周知を図る必要がある。 
また、市町村内においては、浄化槽・し尿処理担当及び下水道担当等を中心に、防災担

当や保健担当等の関係各課で、平時から協力してトイレ対策を検討するとともに、発災時
には、「被災者に清潔なトイレ環境を提供すること」を目的とした部局横断的な情報の共
有・対応が取れるような体制を確立すべきである。 

災害時のトイレを確保するためには、平時に災害時に起こりうる事態を具体的に想定し、
必要なトイレの数を試算し、携帯トイレ等の備蓄、マンホールトイレ等の整備の推進や、
災害時にトイレを調達するための手段の確立等、計画的に実施することが求められる。 
これらの結果として、「災害時のトイレ確保・管理計画」として取りまとめ、周知、徹底

を図ることも期待される。 

災害時における仮設簡易トイレの設置協力に関する協定書（案） 
 

○○市（以下「甲」という。）と株式会社○○○○（以下「乙」という。）とは、災害時におけ
る仮設簡易トイレ（以下「トイレ」という。）の設置協力に関し、次のとおり協定を締結する。 

（趣旨） 
第１条  この協定は、地震、風水害等による災害（以下「災害」という。）が発生した場合において、
甲から乙に対して行うトイレの設置協力に関して必要な手続等を定めるものとする。 

（協力要請） 
第２条  甲は、災害時における応急措置のため、緊急にトイレを設置する必要が生じたときは、乙
の保有するトイレの設置について要請するものとする。 

（協力の実施） 
第３条  乙は、甲からの前条に規定する要請を受けた時は、保有するトイレを優先的に設置協力す
るものとする。 

２  乙は、甲が指定する場所にトイレを運搬し、設置するものとする。 
（経費の負担） 
第４条   乙が設置したトイレの賃借料及びその他必要経費については、甲が負担するものとし、甲
は、遅滞なくその支払を行うものとする。 

（補則） 
第５条   この協定に定めのない事項又は疑義を生じた事項については、甲乙協議のうえ決定するも
のとする。 

付  則 
この協定は、平成  年  月  日から効力を生じる。 
この協定の締結を証するため、本書２通を作成し、甲乙記名押印のうえ、各自１通を保有する。 

平成  年  月  日 
            甲 ○○市○○１丁目１番１号 
               ○○市 
               市長 ○ ○ ○ ○ 
            乙 ○○市○○２丁目１番１号 
               株式会社○○○○ 

                       代表取締役社長 ○ ○ ○ ○ 
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災害時のトイレの確保や管理にあたっては、トイレの設置場所や防犯対策等について、障害者

や女性の意見を積極的に取り入れるとともに、障害者用のトイレを一般用とは別に確保するよう
に努めるべきである。以下の表は、配慮すべき事項と配慮が必要な方への対応をまとめたもので
ある。 

配慮をすべき事項・配慮が必要な方 対  応 

安全性 ・暗がりにならない場所に設置する 
・夜間照明を個室内・トイレまでの経路に設置する 
・屋外トイレの上屋は、堅牢なものとする 
・トイレの固定、転倒防止を徹底する 
・個室は施錠可能なものとする 
・防犯ブザー等を設置する 
・手すりを設置する 

衛生・快適性 ・トイレ専用の履物を用意する（屋内のみ） 
・手洗い用の水を確保する 
・手洗い用のウェットティッシュを用意する 
・消毒液を用意する 
・消臭剤や防虫剤を用意する 
・暑さ、寒さ、雨・風・雪対策を実施する 
・トイレの掃除用具を用意する 

女性・子供 ・トイレは男性用・女性用に分ける 
・生理用品の処分用のゴミ箱を用意する 
・鏡や荷物を置くための棚やフックを設置する 
・子供と一緒に入れるトイレを設置する 
・オムツ替えスペースを設ける 
・トイレの使用待ちの行列のための目隠しを設置する 

高齢者・障害者 ・洋式便器を確保する 
・使い勝手の良い場所に設置する 
・トイレまでの動線を確保する 
・トイレの段差を解消する 
・福祉避難スペース等にトイレを設置する 
・介助者も入れるトイレを確保する 

外国人 ・外国語の掲示物を用意する（トイレの使い方、手洗い
方法、消毒の方法等） 

その他 ・多目的トイレを設置する 
・人口肛門、人口膀胱保有者のための装具交換スペース
を確保する 

・幼児用の補助便座を用意する 

 災害時のトイレの確保・管理にあたり配慮すべき事項 ２ 
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市町村は、過去の災害における仮設トイレの設置状況や、国連等における基準を踏まえ、 
・災害発生当初は、避難者約 50人当たり 1基 
・その後、避難が長期化する場合には、約 20人当たり 1基 
・トイレの平均的な使用回数は、１日 5回 

を一つの目安として、備蓄や災害時用トイレの確保計画を作成することが望ましい。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
○以下は、過去の災害におけるトイレの数と、国内、国連等によるトイレの目安数について抜粋
したものである。 

 
■過去の災害における仮設トイレの数 

災害名 仮設トイレの数 状況等 
北海道南西沖地震 約 20人に１基 混乱なし 

阪神・淡路大震災 約 75人に１基 左記の数量が配備された段階で
苦情が殆どなくなる。 

雲仙普賢岳噴火災害 約 120人～140人に１基 不足気味 

  （出典）震災時のトイレ対策（（財）日本消防設備安全センター1997年発行） 
 

○国内のトイレに関する基準 
事務所衛生基準規則（昭和四十七年九月三十日労働省令第四十三号）（抄） 
（便所）  

第十七条  事業者は、次に定めるところにより便所を設けなければならない。  
一  男性用と女性用に区別すること。  
二  男性用大便所の便房の数は、同時に就業する男性労働者六十人以内ごとに一個以上とす
ること。  

三  男性用小便所の箇所数は、同時に就業する男性労働者三十人以内ごとに一個以上とする
こと。  

四  女性用便所の便房の数は、同時に就業する女性労働者二十人以内ごとに一個以上とする
こと。  

五  便池は、汚物が土中に浸透しない構造とすること。  
六  流出する清浄な水を十分に供給する手洗い設備を設けること。  

２  事業者は、便所を清潔に保ち、汚物を適当に処理しなければならない。 
  

 トイレの個数（目安） 3 

トイレの個数については、施設のトイレの個室（洋式便器で携帯トイレを使用）と災害用
トイレを合わせた数として算出する。 
また、バリアフリートイレは、上記の個数に含めず、避難者の人数やニーズに合わせて確

保することが望ましい。 
ただし、これらは目安であり、避難所におけるトイレの個数については、避難者の状況や

被害の程度等により必要となる個数が異なる。各避難所では、トイレの待ち時間に留意し、
避難者数（男女毎も含む）に見合ったトイレの個数と処理・貯留能力を確保することが重要
である。 
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■被災状況下でのトイレの個数の目安 

※（出典）スフィア・プロジェクト人道憲章と人道対応に関する最低基準（2011年版） 
 

また、避難者等の状況を踏まえつつ、以下の点にも留意する必要がある。 
 
 
 
 
 
 
 
なお、避難所のトイレをすべて備蓄で賄うことは現実的ではなく、発災時に災害用トイレを迅

速に調達できるよう、あらかじめ関係団体や事業者と協定を締結する等、連携体制を強化し、災
害時に円滑に運用することが重要である。 

  

目安の出典等 トイレの個数 

国連による目安 

ＵＮＨＣＲ（国連難民高等
弁務官事務所）が示す緊急
事態における数量の目安 

状況により対応を選択  
第１案 １世帯１基 
第２案 20人当たり１基 
第３案 100人当たり１個室又は１排泄区域 

 公共の場所・施設 トイレの個数（短期） トイレの個数（長期） 

ス
フ
ィ
ア
・
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
に
よ
る
目
安
※ 

市場 露店 50につき 1基 露店 20につき 1基 

病院・医療センター ベッド数 20床 
または外来患者 50人につき１基 

ベッド数 10床 
または外来患者 20人につき１基 

給食センター 大人 50人につき１基 
子ども 20人につき１基 

大人 20人につき 1基 
子ども 10人につき 1基 

受入/一時滞在セン
ター 

50人につき 1基 
女性対男性の割合は 3：１   

学校 女子 30人につき 1基 
男子 60人につき 1基 

女子 30人につき 1基 
男子 60人につき 1基 

事務所   スタッフ 20人につき 1基 

① トイレは発災直後から必要であることから、最低限必要な個数を備蓄し、その後のニー
ズに応じて数を確保し、快適性の確保を図ること。 

② トイレは、原則として男性用、女性用を区別し、女性用トイレを多く設置するとともに、
建物内のトイレを優先して障害者、高齢者、女性や子供に使用させる等の工夫に努める
ことが必要である。 
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（１）既設トイレの活用 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

 災害時のトイレの種類 4 

平時に使用している既設トイレが使用できれば、トイレの個数を確保しやすくなるととも
に、個室確保の観点からも望ましい。このため、市町村は、各避難所の給排水の状況、便器
の種類や数、施設内のトイレのうち、避難者に提供（開放）することが可能なトイレの選択
等、災害時の既設トイレの活用について、施設管理者等と協力して事前に把握する必要があ
る。 
併せて、災害時の水洗トイレの使用可否の判断方法や活用方法、使用ルールの掲示物、清

掃・維持管理の方法、清掃用品等トイレを清潔に保つために必要な物資等を関係者で話合い、
事前に準備しておく必要がある。 

また、高齢者や障害者等にとっては、和式便器の使用は極度に困難であるので、既設トイ
レを洋式便器化していくことが望ましい。特に、避難所となる施設の新設や大改修の際には
洋式便器の設置や、災害時の水使用の観点から、節水型に置き換えていくことを推進すべき
である。 

さらに、トイレと上下水道を一体的に捉え、平時から上下水道の地震対策に努めることも
重要である。 

★既設トイレを使用する時のポイント 
○水道が使える場合、または、水が確保できる場合であっても、発災直後は下水処理場等の
被害状況が確認されるまでは、水洗トイレの使用を禁止し、災害用トイレを使用すること。
また、平時から災害時の水洗トイレの使用ルールを決め、住民に周知しておくことが重要
である。 

 
○既設トイレが洋式便器の場合には、携帯トイレを使用する際に、便器内の水が浸透するこ
とがないよう、便座にビニール袋をかぶせて固定し、その上に携帯トイレを付けて使用す
る。 

 
○既設トイレが和式便器の場合には、まず便器の上に板や段ボール等を置いて、便器を封鎖
し、その上に簡易トイレを設置して使用する。 


